
（平成２３年５月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口国民年金 事案 679 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年９月から 54 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 53年８月から 54年３月まで 

 私は、昭和 53 年８月末頃に勤務先を退職したときには、Ａ市で国民年金

への加入手続をしていなかったので、54 年 10 月中旬頃にＢ市で転入届を

提出したときに、国民年金に再加入の手続をし、申立期間に係る国民年金

保険料の納付書を作成してもらい、約２万円を納付した。 

また、その後、昭和 55 年１月から同年３月までの過年度保険料の納付書

が送られてきたので、同年５月 15 日に納付した。申立期間の保険料が未納

ならば、時効前なので一緒に納付書が送られてくるはずで、２枚納付書が

送られてきて１枚しか納付しないことは考えられないので、調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 54 年 10 月中旬頃にＢ市で転入届を提出した際に、国民年

金に再加入し、申立期間に係る国民年金保険料の納付書を作成してもらって

納付したと主張しているところ、申立人の国民年金被保険者台帳の記録から

54 年 10 月 15 日にＢ市に転入していることが推認できる上、当該時期におい

て、申立期間の保険料を過年度納付することは可能である。 

また、申立人が保管していた昭和 55 年１月から同年３月までの保険料の領

収証書を見ると、住所欄に「Ｂ市」と印刷されていることから、当時、Ｂ市

の国民年金担当窓口には、過年度保険料の納付書が備え付けられていたこと

が推認できる上、申立人が納付したとする国民年金保険料額は、申立期間の

保険料額とおおむね一致しているなど、申立内容に不自然さはみられない。 

さらに、申立期間は８か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き保



険料を全て納付していることから、申立人の保険料の納付意識は高かったも

のと考えられる。 

一方、申立期間のうち、昭和 53 年８月については、申立人に係る国民年金

被保険者台帳及びＢ市の国民年金被保険者名簿を見ると、申立人の国民年金

の被保険者資格の再取得日は、当初、「昭和 53 年９月１日」と記録されてい

たところ、平成７年９月 21日に「昭和 53年８月 26日」に訂正されているこ

とが確認できることから、当時、53 年８月は未加入期間で、制度上、保険料

を納付できない期間である上、申立人が納付したと主張する保険料額も 53 年

９月から 54年３月までの７か月分の保険料額とほぼ一致している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 53 年９月から 54 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

山口厚生年金 事案 1030 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 33年 11月 21日から 36年 10月７日まで 

 私は、日本年金機構から、脱退手当金支給前の厚生年金保険の記録につ

いて脱退手当金の支給が有るものと無いものがあるとして、確認はがきを

受け取ったが、当時、脱退手当金の受給手続はしていないし、受け取って

もいないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の脱退手当金については、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者

資格喪失日から約 11 か月後の昭和 37 年９月３日に支給決定されており、申

立人の資格喪失日の４日後の 36年 10月 11 日に資格喪失している同僚二人は、

脱退手当金の支給決定日が資格喪失日から約１か月後の同年 11 月 27 日であ

ることを踏まえると、申立人については、事業主が申立人の委任を受けて代

理請求したとは考え難い。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票及び厚生年金保険被保

険者台帳記号番号払出票の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであ

ることから、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、

申立人は、昭和 36 年 12 月＊日に婚姻し、改姓していることから、申立人が

旧姓で脱退手当金を請求したとは考え難い。 



 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、支給決定日以前の全ての厚生

年金保険被保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間

より前にある被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請

求となっているが、２回の被保険者期間のうち、最初の 15 か月間の被保険者

期間を申立人が失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



山口国民年金 事案 677                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年４月から平成２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から平成２年３月まで 

私は、申立期間当時は学生であり、国民年金の加入手続及び保険料の納

付には関与していないが、母親が国民年金の加入手続をした上、毎年４月

に１年分の保険料を前納してくれた。 

申立期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の番号の任意加入被保険者の資格

の取得日から、平成２年４月頃払い出されたことが推認でき、申立人は、同

年４月１日に国民年金の被保険者資格を取得していることから、申立期間は

未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することができない。 

また、申立期間の保険料を納付するには、別の国民年金手帳記号番号の払

出しが必要であるが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立期間に係る申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付をし

たとする申立人の母親は、申立期間における申立人の保険料納付等に係る具

体的な状況を記憶していない。 

加えて、申立期間は 48 か月間であるところ、町役場及び社会保険事務所

（当時）において、納付記録が継続して欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の国民年金保険料が納付されたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに国民年金保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ



とはできない。 



山口国民年金 事案 678                       

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年１月から 52 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から 52年 12月まで 

私が 20 歳になったとき母親が私の国民年金の加入手続を行い、申立期間

の私の国民年金保険料は、私が婚姻するまでは母親が毎月自治会の集金人

に納付してくれ、婚姻後は私が納付した。 

申立期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の番号の任意加入被保険者の被保

険者資格の取得日から、昭和 53 年１月頃払い出されたことが推認でき、申立

人は、同年１月６日に国民年金の任意加入で被保険者資格を取得しているこ

とから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料

を納付できない。 

また、申立期間の保険料を納付するには、別の国民年金手帳記号番号の払

出しが必要であるが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続に関与しておらず、

申立人の申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付をしたとする申

立人の母親は既に死亡しているため、当時の保険料の納付状況等を確認する

ことはできない。 

加えて、申立期間は 72 か月間であるところ、市役所及び社会保険事務所

（当時）において、納付記録が継続して欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の国民年金保険料が納付されたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに国民年金保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



山口国民年金 事案 680 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 14 年７月から 15 年６月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 14年７月から 15年６月まで 

私は、申立期間について、母親に国民年金保険料の免除申請手続をして

もらったのに、保険料が免除とされておらず、未納と記録されていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料の免除申請手続に直接関与しておら

ず、申立人が、申立人の免除申請手続を行ったとする申立人の母親は、申立

人の申立期間の免除申請手続の内容について全く記憶していないほか、申立

人の免除申請することを忘れていたと思うと供述している。 

また、申立人も申立期間の保険料納付に係る催告状が届いた際、免除申請

の承認状況を確認することなく、催告状に従わなかったと供述しており、申

立人自身が、当時、免除申請が承認されたことを確認した形跡はうかがえな

い。 

さらに、申立人が申立期間の免除申請手続を行ったことを示す関連資料は

無い上、オンライン記録により、申立人は、平成 18 年６月 15 日に申立期間

中の 14 年７月及び同年８月分の保険料を納付し、それが時効成立後の納付で

あったため還付されていることが確認できることから、当該納付時点では、

申立人は申立期間を免除申請期間と認識していなかったと考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 



山口厚生年金 事案 1028 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年８月５日から同年 11 月１日まで 

          ② 昭和 59 年 12 月 15 日から 60 年３月 23 日ま 

で 

私は、申立期間①について、Ａ県Ｂ学校で、申立期間②について、

同Ｃ学校で、それぞれ臨時的任用職員の学校主事として勤務した。 

申立期間①及び②において厚生年金保険に加入していたと思うので調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持するＡ県教育委員会発行の在職証明書及びＡ県教育委員会

が提出した人事異動通知書から、申立人は、申立期間①及び②において、

Ａ県Ｄ教育事務所（現在は、Ａ県教育庁）に臨時的任用職員として採用さ

れ、申立期間①についてはＢ学校で、申立期間②についてはＣ学校で、そ

れぞれ学校主事として勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、Ａ県教育庁は、「申立人の厚生年金保険への加入及び保

険料控除については、資料が無く不明であるが、Ａ県下の各教育事務所に

おいて臨時的任用教職員を厚生年金保険に加入させる統一的な取扱いとし

たのは、昭和 61 年度又は 62 年度以降であると考えられ、申立期間①及び

②当時、臨時的任用教職員の厚生年金保険への加入は、各教育事務所によ

って取扱いが異なっていたと思われる。」と回答している。 

また、申立期間当時のＡ県Ｄ教育事務所における複数の事務担当者は、

「申立期間①及び②は、臨時的任用教職員の厚生年金保険への加入につい

て統一的な取扱いがなされる前であり、１年又は半年以上の任用期間があ



る者や希望者などに限って厚生年金保険の加入手続及び保険料控除を行っ

ていたと思う。」と供述しているところ、同教育事務所に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票により、昭和 59 年度に被保険者資格を取得して

いる同僚の全員が６か月以上の被保険者期間を有していることが確認でき

ることなどから、申立期間①及び②当時、同教育事務所においては、臨時

的任用教職員について、必ずしも全員を厚生年金保険に加入させていたと

は限らない状況がうかがえる。 

さらに、申立期間①及び②において、Ａ県Ｄ教育事務所に係る申立人の

被保険者原票は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も見られないこと

から、申立人の被保険者記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、申立人は、申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

関する具体的な記憶を有しておらず、ほかに申立人の申立期間①及び②に

おける厚生年金保険料の控除の事実を確認できる関連資料及び周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



山口厚生年金 事案 1029 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①及び②について、船員保険被保険者として船員保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年４月２日から 44 年２月１日まで 

          ② 昭和 51 年４月１日から 52 年８月３日まで 

私は、昭和 43 年４月２日から 52 年８月３日までＡ所有のＢ丸及び

Ｃ丸に継続して乗り込んでいたにもかかわらず、船員保険被保険者資

格の取得日は 44 年２月１日、同資格の喪失日は 51 年４月１日と記録

されている。 

私が所持している船員手帳により、申立期間①については、Ｂ丸にお

いて、申立期間②については、Ｃ丸において雇入れされている記録があ

り、給与から船員保険料が控除されていたので、申立期間①及び②につ

いて、船員保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人が所持する船員手帳の記録及び同僚の供

述から、申立人は、Ａ所有のＢ丸において雇入れされていたことが確

認できる。 

    しかし、適用船舶所有者名簿によると、船舶所有者Ａが船員保険の適

用事業所となったのは、昭和 44 年２月１日であり、申立期間①におい

て、Ａ所有のＢ丸は、船員保険の適用船舶ではなかったことがうかが

われ、申立期間①当時、船舶所有者Ａに係る船員保険被保険者名簿及

びオンライン記録において、被保険者記録が確認できる者もいない。 

    また、船舶所有者は既に死亡しており、申立人の申立期間①における

船員保険料の控除について確認できる供述を得ることもできない。 

    このほか、申立人の申立期間①における船員保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  ２ 申立期間②について、申立人が所持する船員手帳の記録及び同僚の供

述から、申立人は、Ａ所有のＣ丸において雇入れされていたことが確

認できる。 

    しかし、適用船舶所有者名簿によると、船舶所有者Ａは昭和 51 年４月

１日に船員保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間②におい

て、Ａ所有のＣ丸は、船員保険の適用船舶ではなかったことがうかが

われ、申立期間②当時、船舶所有者Ａに係る船員保険被保険者名簿及

びオンライン記録において、被保険者記録が確認できる者もいない。 

    また、申立船舶に申立人と一緒に乗り込んでいたとする同僚は、「私

は、Ａ所有のＣ丸に乗り込んで船員保険に加入していたが、乗船中に

船舶所有者から、「船員保険料が多額のため、国民年金に加入してほ

しい。」と言われたので、国民年金に加入し、国民年金保険料を納付

した。」と回答しているところ、オンライン記録から、同人は昭和 51

年４月１日に国民年金被保険者資格を取得し、国民年金保険料を納付

していることが確認できる。 

    さらに、オンライン記録から、申立人自身も、昭和 51 年４月１日に

国民年金被保険者資格を取得し、52 年４月から国民年金保険料を納付

していることが確認できる。 

    加えて、船舶所有者は既に死亡しており、申立人の申立期間②におけ

る船員保険料の控除について確認できる供述を得ることもできない。 

    このほか、申立人の申立期間②における船員保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①及び②に係る船員保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


